
番号 ページ 章 項目 修正理由 修正案

1 0

目次 ６　市町村における保
険給付の適正な実施
（３）海外療養費の支
給

タイトルを他の項目の表記と合わ
せるため修正します。

「海外療養費の支給の適正化」に修正します。

2 0

目次 ６　市町村における保
険給付の適正な実施
（４）第三者行為求償
等の取組

タイトルを他の項目の表記と合わ
せるため修正します。

「第三者行為求償等の取組強化」に修正します。

3 0

目次 ７　医療費の適正化の
取組
（６）適正受診・適正
服薬を促す取組

タイトルを他の項目の表記と合わ
せるため修正します。

「適正受診・適正服薬の推進」に修正します。

4 0

目次 ８　市町村が担う事務
の広域的及び効率的な
運営
（１）事務の標準化

タイトルを他の項目の表記と合わ
せるため修正します。

「事務の標準化の推進」に修正します。

5 5

２ 国民健康保
険の医療に要す
る費用及び財政
の見通し

（１）市町村国保の現
状
③世帯主の職業構成

令和３年度のデータが公表された
ため、グラフを更新します。

グラフを更新し、本文を次のとおり修正します。

・本県の国保被保険者の世帯主の職業は、無職（主に年金受
給者）が最も多く、全体の４４．７％を占めており、次いで
被用者（非正規雇用者等）が３３．０％を占めています。

6 5

２ 国民健康保
険の医療に要す
る費用及び財政
の見通し

（１）市町村国保の現
状
④被保険者一人当たり
の所得

年度の表記を課税年度ベースとし
ていたが、所得の状況が分かりや
すいように所得年ベースに変更し
ます。
また、本県は平成３０年、全国で
は令和元年から所得が減少に転じ
ていることから、本文の記載を修
正します（「新型コロナウイルス
感染症などの影響により」の文言
を削除）。

表を修正し、本文を次のとおり修正します。

・本県の国保被保険者一人当たりの所得（旧ただし書き方式
による所得）は、平成２９年まで増加傾向にありましたが、
令和元年以降は本県、全国ともに減少しています。
・令和２年の本県の国保被保険者一人当たりの所得は、７５
万３千円であり、全国で東京都、神奈川県、愛知県に次いで
４番目に高い水準となっています。

埼玉県国民健康保険運営方針（第３期）原案の事務局からの修正案　　　
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番号 ページ 章 項目 修正理由 修正案

7 7

２ 国民健康保
険の医療に要す
る費用及び財政
の見通し

（１）市町村国保の現
状
⑥被保険者一人当たり
の医療費

令和３年度の全国のデータが公表
されたため、グラフに追加しま
す。

グラフに令和３年度の全国の数値を加え、本文を次のとおり
修正します。

・本県の一人当たり医療費は、全国平均よりも低い水準で推
移しており、令和３年度は全国で茨城県、沖縄県、東京都に
次いで４番目に低い水準となっています。

8 19

３ 市町村ごと
の納付金及び標
準保険税率の算
定方法

（１）賦課の現状
「保険税率の状況」

令和３年度のデータが公表された
ため、表を更新します。

表を更新し、本文を次のとおり修正します。

令和３年度の本県の市町村における被保険者一人当たり応能
割率の平均は１０．１％と、全国平均と同水準となっている
のに対し、被保険者一人当たりの応益割額の平均は３６，７
６４円と、全国で最も低い水準となっています。

9 20

３ 市町村ごと
の納付金及び標
準保険税率の算
定方法

（１）賦課の現状
「一人当たり調定額」

令和３年度のデータが公表された
ため、表を更新します。

表を更新します。

10 27

３ 市町村ごと
の納付金及び標
準保険税率の算
定方法

（４）標準保険税率の
算定方法
⑤標準的な収納率

算定の対象となる収納率の年度に
誤解が生じないよう、例を記載し
ます。

次のとおり、例を追加します。
（例）
令和７年度の標準保険税率の算定に用いる標準的な収納率
算定年度（令和６年度）の前年度（令和５年度）を含めた
直近３年度分
＝令和３年度から令和５年度までの収納率の平均値

11 30

４　保険税水準
の統一における
標準保険税率等
の算定方法

（２） 準統一（令和
９年度～）
③ 市町村が実施する
事業に係る項目の取扱
い

葬祭諸費について、現在全市町村
で給付額が同じであり、準統一後
もこの取扱いを維持することが読
み取れないため、文言の修正を行
います。

文言を以下のとおり修正します。

○葬祭諸費
　現在、全市町村で給付額が同じであることから、県単位で
納付金算定に反映し、保険給付費等交付金（普通交付金）の
交付対象とします。
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12 32

５ 市町村にお
ける保険税の徴
収の適正な実施

（１）保険税収納率の
向上
①現状

令和３年度の全国平均のデータが
公表されたため、「県平均収納率
と全国平均収納率の比較」のグラ
フを更新します。

グラフを更新し、本文を次のとおり修正します。

〇しかし、全国平均９４．２４％と比較すると依然として下
回っている状況であり、全国順位も４１位となっています。
〇また、令和３年度の滞納繰越分収納率は２６．１７％で、
全国順位は１１位となっています。
〇現年度分と滞納繰越分合計の収納率は８１．３９％で、全
国順位は３６位です。本県の特徴として、滞納繰越分の比率
が他の都道府県と比較して高くなっています。

13 33

５ 市町村にお
ける保険税の徴
収の適正な実施

（１）保険税収納率の
向上
①現状

令和３年度の全国平均のデータが
公表されたため、「収納方法別割
合（世帯別）」のグラフを更新し
ます。

グラフを更新し、本文を次のとおり修正します。

〇令和３年度保険税収納方法別割合（世帯別）では、自主納
付４７．２％、口座振替３１．８％、特別徴収等２１．０％
となっています。それぞれの納期内収納率は６３．６％、９
７．１％、１００．０％で、特に口座振替と特別徴収の収納
率が高くなっています。
〇このうち収納率の高い口座振替の割合（世帯別）は、全国
平均の３９．８％を大きく下回っています。

14 34・35

５ 市町村にお
ける保険税の徴
収の適正な実施

（１）保険税収納率の
向上
①現状

「市町村別保険税率収納率（現年
度分）」の表の「収納率増減」欄
の数値が、四捨五入の関係で表内
の収納率の計算と一致しない場合
があるため、修正します。

「収納率増減」欄の数値を、表内の収納率（四捨五入後）の
計算と一致するよう修正します。

15 38

６　市町村にお
ける保険給付の
適正な実施

（１）レセプト点検の
充実強化
①現状

グラフ（レセプト点検の内容点検
効果率）の令和３年度の埼玉県の
値が市町村と組合の合計（０．１
４）となっていたため、市町村の
みの値（０．１３）に修正しま
す。
また、全国平均を更新します。

レセプト点検の内容点検効果率のグラフを修正、更新し、本
文を次のとおり修正します。

○　全国平均と比較すると令和元年度は０．０７％、令和２
年度は０．０５％、令和３年度は０．０５％下回っている状
況です。
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16 41

６　市町村にお
ける保険給付の
適正な実施

（３）海外療養費の支
給

海外療養費の支給件数を国民健康
保険事業の実施状況報告の数値で
はなく、国民健康保険事業状況報
告書（事業年報）の数値に修正し
ます。

本文を次のとおり修正します。

○被保険者の海外渡航中の療養に対する海外療養費の市町村
の支給件数は、令和元年度は７２０件、令和２年度は２７６
件、令和３年度は３７１件です。新型コロナウイルス感染症
の５類感染症移行に伴い、海外との往来が再開することで再
び増加するものと見込まれます。

17 42

６　市町村にお
ける保険給付の
適正な実施

（４）第三者行為求償
等の取組

グラフの指標（レセプトへの「10.
第三」の記載率）の設定率が誤っ
ていたので修正します。

第三者行為求償事務に係る評価指標の設定状況のグラフを修
正します。

18 46

７　医療費の適
正化の取組

（２） 特定健康診査
受診率・特定保健指導
実施率の向上
①現状

全国市町村の数値を追記します。 グラフを更新し、本文を次のとおり修正します。

○　特定健康診査受診率は、毎年１ポイント弱上昇していま
したが、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年
度は減少しました。令和３年度における受診率は、全国平均
を１．８ポイント上回っています。
○　特定保健指導実施率は、近年横ばいで推移しています。
令和３年度における実施率は全国平均を８．５ポイント下
回っています。

19 48

７　医療費の適
正化の取組

（３）ジェネリック医
薬品の使用促進
①現状

数量シェアの数値を追記し、デー
タの時点の表記を合わせます。

表を更新し、本文を次のとおり修正します。

○令和４年度（２月審査分）の埼玉県市町村国保平均のジェ
ネリック医薬品の数量シェアは、国が定めた目標である８
０％を達成しており、８２．０％（医科６９．４％、調剤８
４．３％）となっています。
○数量シェアは、全世代７８．７％に対し、子ども世代の平
均は６３．６％と低い傾向にあります。（令和４年度（２月
審査分）レセプトデータから）
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20 49

７　医療費の適
正化の取組

（４）生活習慣病の重
症化予防の推進
①現状
イ　その他生活習慣病
重症化予防の推進

令和３年度のデータが公表された
ため、更新します。

本文を次のとおり修正します。

本県の令和３年の死亡数を死因順位別にみると、心疾患は第
２位（死亡総数の１５．３％）、脳血管疾患は第４位（６．
９％）であり、合わせると年間１万６千人を超える県民（２
２．２％）が循環器病を死因として亡くなっています。

21 55

８　市町村が担
う事務の広域的
及び効率的な運
営

（１）事務の標準化 ④目標達成に向けた取組の「・」
の４つ目にある標準準拠システム
の導入時期を分かりやすいように
修正します。

・４つ目の５行目以降を以下のとおり修正します。
　県は、令和７年度までの標準準拠システムの導入を促進
し、先進導入自治体における運用や国のシステム改善状況な
どの情報収集・提供等に努め、導入を希望する市町村を支援
します。

5


